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１ ．経緯等 

 

本年７月２３日、ニューヨークの国連本部で開催された女子差別撤廃委員会第４４会期

において、日本の女子差別撤廃条約実施状況第６回報告が審議された。 

日本は１９８５年に「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（女子差別

撤廃条約）」を締結したが、同条約第１８条に、女子差別撤廃委員会による検討のため、締

約国は条約の実施状況に関する報告を自国について条約の効力が発生したときから１年以

内に、それ以降は少なくとも４年ごとに国連事務総長に提出することが規定されている。

今回は、我が国が昨年４月に提出した第６回報告が審議され、２００３年７月の第４回・

５回報告審議以来、６年ぶりの審議となった。 

 

２ ．審議の概要 

 

今次審議では、南野知惠子参議院議員を政府代表に、内閣府、外務省、法務省、厚生労

働省、文部科学省、農林水産省等よりなる総勢２０名の政府代表団が、約５時間にわたる

審議に対応した。 

審議は、冒頭、南野政府代表より約３０分間、男女共同参画に係る近年の主要な進展を

中心にステートメントを述べ、その後は、女子差別撤廃委員からの質問、意見に代表団が

答える形で進められた。 
なお、今回の審議にあたっては、８０名以上の日本の NGO のメンバーが現地入りし、審

議の模様を傍聴しており、委員会からもその関心の高さが評価された。  

 

３．委員会からの最終見解  

 

審議を踏まえ、８月１８日（日本時間）、我が国の報告に対する同委員会の最終見解が公

表された。 

概要は以下のとおり。

資料５ 



肯定的な側面 

(1) 多くの法令の制定・改正による女性差別の撤廃、男女平等の促進 

(2) 男女共同参画担当大臣の任命及び包括的な内容の第２次基本計画の策定 

(3)「人身取引対策に関する関係省庁連絡会議」の設置及び「人身取引対策行動計画」の策定 

(4) 障害者自立支援法の制定、障害者の雇用の促進等に関する法律の改正等を通じた障害の

ある女性への支援 

(5) 妊産婦死亡率の継続的な低下 

(6) 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律の制定 

(7) 開発協力プログラムへの社会的性別（ジェンダー）の視点の取り込み 

 

主要関心事項及び勧告 

 (1) 最終見解の実施への国会の関与 

 (2) 民法の改正(婚姻適齢、離婚後の女性の再婚禁止期間等) 

 (3) 女子差別撤廃条約選択議定書の批准の検討の継続 

 (4) 女性に対する差別の定義の国内法への取り込み 

 (5) 国内人権機構の設立 

 (6) 国内本部機構の強化 

(7) 雇用及び政治的・公的活動への参画促進のための暫定的特別措置の実施 

 (8) 意識啓発や教育プログラムによる固定的性別役割分担意識の解消 

 (9) 女性に対する暴力の問題に対する取組 

 (10) 人身取引及び売春の被害者保護及び支援への取組 

 (11) 政治的及び公的分野における女性の参画を促進するための取組 

 (12) 教育分野における男女共同参画の更なる推進 

 (13) 労働市場における男女平等を実現させるための取組 

 (14) ワーク・ライフ・バランスを促進するための取組 

 (15) 若年層を対象とした性の健康に関する教育の促進 

 (16) マイノリティ女性に対する情報提供及び差別を解消するための取組 

 (17) 弱者女性に関する情報提供及び取組 

 (18) 北京宣言及び行動綱領の活用の継続 

 (19) ミレニアム開発目標達成に向けた取組における社会的性別(ジェンダー)の視点の取り込み 

 (20) 未締結国際人権条約の批准の検討 

 (21) 最終見解の内容の周知、条約等の広報 

 

フォローアップ 

上記２．（２）及び（７）に関しては、実施状況について２年以内にフォローアップを行う。 

 


